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序     文 
 

「トリニダード・トバゴ持続的海洋水産資源利用促進計画」プロジェクトは、トリニダード・ト

バゴにおいて水産資源を持続的に利用するための漁業活動が行われることを目的として、水産行

政機関及び漁業訓練機関の相互協力のもとに 2001 年 9 月 25 日～2006 年 9 月 24 日の 5 年間の予

定で協力が行われております。 

このたび、本プロジェクトの協力期間終了を目前に控え、独立行政法人国際協力機構は、2006

年 4 月 8 日から 2006 年 5 月 1 日までの 24 日間、終了時評価調査団を派遣し、トリニダード・ト

バゴ国側評価委員と合同で、これまでの活動実績等について総合的な評価を行うとともに、今後

の対応等について協議を行いました。 

これらの評価結果は、調査団員及びトリニダード・トバゴ国側評価委員によって構成された合

同評価委員会によって合同評価報告書としてまとめられ、署名の上、合同調整委員会に提出・受

理されました。 

 本報告書は、同調査団の調査及び協議の結果を取りまとめたものであり、今後広く関係者に活

用され、日本・トリニダード・トバゴ両国の親善及び国際協力の推進に寄与することを願うもの

です。 

最後に、本調査の実施にあたりご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し、心から感謝

の意を表します。 

 

平成１８年８月 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 松田 教男 
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トリニダード・トバゴ

チャガラマス 

（トリニダード水産局） 

（カリブ漁業開発訓練所） 

スカブラー 

（トバゴ水産局） 



水産分野の様子

中央市場漁村で水揚げした魚を売る様子

水産事情
・GDPへの貢献率： 0.3％（1993年CRFM)
・漁業者数：約8000（80％以上が専業）
・エビトロール漁業が水産物輸出量の40％占有
・動力船200隻、無動力船 1800隻

水産分野の様子

量り売り地引網漁の様子



漁船機関分野の活動状況

短期専門家による
冷凍機保守に関する技術移転

プロジェクトの供与船(Provider二号）と
カウンターパート

漁船機関分野の活動状況

広域技術協力推進事業

（研修員の受け入れ）

カウンターパートによる船外機保守に関
する講義と実習



試験操業分野の活動状況

定置網試験操業

試験操業分野の活動状況

ゴーストフィッシング調査

かご



水産加工技術・流通分野の活動状況

加工研修施設

魚醤油の作成試験

水産資源管理分野の活動状況

ソデイカの外部形態の
計測・計量

カウンターパートとの打
合せ風景



水産普及分野の活動状況

ベルガーデン漁業者グ
ループとの意見交換

トバゴ水産普及ワーク
グループの会合

水産普及分野の活動状況

トバゴ漁業訓練センター

漁師にインタビューをす
る普及員（C/P)



 

終了時評価結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：トリニダード・トバゴ 

（広域協力対象国は他カリブ地域１３カ国）

案件名： 

「持続的海洋水産資源利用促進計画」 

分野：水産開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部畑作地帯第一チーム 協力金額（評価時点）：7億 1600 万円 

先方関係機関： 

トリニダード・トバゴ農業・土地・海洋資源省水産局、 

カリブ漁業開発訓練所（CFTDI：Caribbean Fisheries Training & 

Development Institute）、 

トバゴ議会水産局 

(R/D):2001 年 8 月 16 日  

日本側協力機関： 

 

 

協力 

期間 

2001 年 9 月 25 日～2006 年 9 月 24 日 他の関連協力： 

プロジェクト方式技術協力「漁業訓練計画」(フェーズ１) 

（1996 年 4月 1日～2001 年 3 月 31 日） 

１－１ 協力の背景と概要 

トリニダード・トバゴ国（以下、ト国）は、食料の安全保障、雇用の促進、外貨獲得を目指し、低・未利用資源

の最大限の活用と有効な水産資源管理の実施を促進してきた。しかしながら、指導的な役割を果たす人材がおらず、

その育成が課題となっていた。 

JICA は、ト国がカリブ諸国の水産分野の人材育成を目的として設立したカリブ漁業開発訓練所（以下、CFTDI）

の教育訓練能力の向上を目的として、プロジェクト方式技術協力「漁業訓練計画」（1996 年 4 月 1日～2001 年 3 月

31 日：フェーズ I協力）を実施した。 

フェーズⅠ協力の結果、漁業技術、漁船機関、水産加工の３分野において CFTDI の教官の育成や教材の整備が行わ

れた。しかし、国内の水産業を振興し、持続的な発展を図るためには、水産局と CFTDI が連携して、漁業者への技

術普及を行うこと、及び、水産資源管理を強化することが緊急の課題であった。そこで政府は、水産局と CFTDI に

ついて、水産資源を持続的に利用するため水産技術の普及と訓練能力の強化を目的とした技術協力プロジェクトを

日本に要請した。これを受け、JICA は 2001 年 9 月から 5年間の予定で、「持続的海洋水産資源利用促進計画」を実

施するに至った。さらに、プロジェクト活動と同時並行してフェーズ I 協力で開始された広域技術協力推進事業

（RTCPP）も継続することとなった。 

１－２ 協力内容 

【ト国内の事業】 

（１）上位目標 

トリニダード・トバゴの漁業者により、水産資源を持続的に利用するための漁業活動が行われる。 

（２）プロジェクト目標 

トリニダード水産局、トバゴ水産局ならびに CFTDI の相互協力のもとに、水産資源を持続的に利用するための普

及・訓練活動が実施される。 

（３）成果 

１．トリニダード水産局及びトバゴ水産局の資源管理能力が向上する。 

２．CFTDI の試験操業技術・漁具開発、水産食品加工技術・流通、漁船機関分野の技術能力が向上する。 

３．水産局の普及能力が向上する。 



 

（４）対象技術分野 

① 水産資源管理 ②試験操業技術/漁具開発 ③水産食品加工技術/流通 

④ 水産普及   ⑤漁船機関 

【広域技術協力推進事業の概要】 

（１）事業概要 

ト国内で実施されたプロジェクト（上記）に加え、CFTDI を拠点にカリブ諸国（計 13 カ国）を対象として、カリ

ブ諸国における水産資源の持続的利用を目的とした人材育成事業を実施し、2001 年度から 2005 年度まで 5 回に渡

り、専門家及びト国 C/P の派遣、機材供与、ト国への研修員受入れを行った。 

（２） 対象国 （計 13 カ国） 

グレナダ、ドミニカ、セントルシア、セントビンセント、アンティグア・バーブーダ、ドミニカ共和国、バルバド

ス、セントクリストファー・ネイヴィス、ジャマイカ、ハイチ、ガイアナ、スリナム、ベリーズ 

【投入】（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣  ：6 名  機材供与  ：94.8 百万円 

短期専門家派遣  ：16 名  ローカルコスト負担           ：171.5 百万円 

研修員受入    ：13 名            広域協力ローカルコスト負担   ：93.9 百万円   

トリニダード・トバゴ側： 

カウンターパート配置  ：23 名  

ローカルコスト負担 ：69.3 百万円（CFTDI の負担分。） 

その他：土地、事務所、宿泊施設、会議室、訓練施設、電気代、水道代、事務用品等の提供。 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名 職位） 

１．総括    ：森 高志     国際協力機構(JICA)農村開発部 調査役 

２．水産資源管理：井上 喜洋    鹿児島大学 水産学部 教授 

３．評価分析  ：宇田川 和夫    アイ･シー･ネット株式会社 シニアコンサルタント 

４．計画評価   ：西 直子        国際協力機構(JICA)農村開発部第 2G 畑作地帯第一チーム 

調査期間 2006 年 4 月 8日（土） ～2006 年 5月 1日（月） 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ ト国内の事業に関する評価 

３－１－１ 実績の確認 

（１）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標「トリニダード水産局、トバゴ水産局、CFTDI の相互協力のもとに、水産資源を持続的に利用

するための普及・訓練活動が実施される。」の指標はプロジェクト終了時までに全て達成される見込みである。ま

た、成果１～３の達成も見込まれることから、プロジェクト目標は達成されると考えられる。 

【指標の達成状況】 

指標１：「プロジェクト終了時までに２つ以上の水産資源に関する計画・勧告・規則が作成される。」 

本指標については、「ト国における適切な漁業管理方策に関する勧告」が策定される予定となっており、例えば

「カゴ漁業に関する環境に配慮した漁具の推薦」等の個別の計画・勧告が複数含まれていることから、プロジェ

クト終了時までに達成されると見込まれる。また、プロジェクトの活動を受けて、ト国水産局において刺網目合、

カゴ漁業、定置網に関する規則制定の準備が進められている。 



 

指標２：「普及活動に係る計画・実施・評価がローカル水産普及ワークグループによって維持される。」 

本指標については、トバゴ島をモデル地域として普及活動が始められ、今後も維持されていくと考えられる。こ

の理由として、①トバゴ島の漁業地域 12 箇所から地域住人及び漁業者の代表が集まる「水産普及ワークグループ」

をトバゴ水産局普及員（C/P）の指導の下 2003 年 4 月に結成し、2006 年 1 月から毎月定期的会議を開催している

こと、②会議では普及員から漁業に関する新たな技術が紹介されるとともに各地域の問題が漁業者の間で論議さ

れ、地域社会全体のボトムアップの動きが見られること、③モデルとして選定した地域（ベルガーデン）では漁

業者有志が自立的に組合を組織し、地域漁業全体のための漁業施設の設置及び共同作業の実施へ向けて活動を始

めていることが挙げられる。 

 

指標３：「カウンターパートが独自に開催する研修会が毎年 4回(参加者 20 名/回)のレベルを保つ。」 

本指標については、現時点までの実績で十分に達成されている。すなわち、CFTDI における研修会で漁業技術、

漁船機関、品質管理・加工技術、資源管理分野で漁民を対象にした研修が行われ C/P が講師を務めた。また、ト

バゴ島において開催されている定例漁業地域集会においても C/P による各種技術紹介が成されており、プロジェ

クト終了時までに品質管理・加工技術系についても漁業者を対象とした研修会がトバゴ漁業訓練センターを中心

に開催される予定が組まれている。 

 

トリニダード水産局、トバゴ水産局、CFTDI の３機関の相互協力については、派遣専門家及び C/P を中心とした

さまざまな連携活動を通してトリニダード水産局、トバゴ水産局、CFTDI の 3 機関の協力体制が確立されており、

マネジメントレベルでも 3 機関による調整委員会の設置が提案されていることから、3 機関の連携体制は構築され

ていると見なせる。 

 

（２）成果の達成状況の評価 

①成果１．「トリニダード水産局及びトバゴ水産局の資源管理能力が向上する。」 

成果１の指標は概ね達成される見込みである。トリニダード水産局の水産資源管理分野の C/P の能力は十分に育

成されており、また、現在、水産資源管理のための提言の取りまとめも進んでいる。一方で、トバゴ水産局につ

いては、C/P の配置が不十分であったため成果の発現が限定される結果となった。 

 

②成果２．「CFTDI の試験操業技術・漁具開発、水産食品加工技術・流通、漁船機関分野の技術能力が向上する。」

本成果に関する指標は以下のとおり十分に達成されたといえる。フェーズ 1（漁業訓練計画）の蓄積もあり C/P

は自力で技術移転を行えるレベルにまで成長し、広域技術協力等でインストラクターとして活躍している。 

 

③成果３．「水産局の普及能力が向上する。」 

成果３の指標は概ね達成される見込みである。トバゴではトバゴ水産普及ワークグループが組織されており、同

グループの活動を通じて漁業者とトバゴ水産局のコミュニケーションの強化が図られている。ベルガーデン漁業者

グループを対象とした普及活動を通じてコミュニティレベルでの普及活動も促進されつつある。また、C/P の普及

能力も大きく向上している。ただし、普及活動については中間評価の際、地域社会活動の困難性を考慮し、活動の

成果を明確にするためトバゴ島をモデル地域とした活動に変更された。 

 

３－１－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 



 

本プロジェクトの妥当性は極めて高い。 

・ プロジェクト目標と上位目標は、水産業の持続的発展を課題としているト国政府の国家政策に合致している。

また、ト国政府の水産セクターが掲げる、「行政と民間セクターのステークホルダーの連携を奨励・推進し、

水産資源の持続性を確かなものとする」という政策課題の解決に資するよう協力計画の設計がなされている。

・ 3 つの実施機関の能力強化を行うとともに、３機関間の連携強化を図るというプロジェクトの戦略は、本プロ

ジェクトが目指す普及体制の強化において有効に働いた。 

・ 計画の妥当性の観点からは、ト国における事業と広域技術協力推進事業との間で、プロジェクト関係者の責任

範囲と業務量等を明確にするために、計画の最初の段階で広域技術協力推進事業を PDM の中に位置づけるなど

の措置が必要であったと思われる。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。 

・ プロジェクトを通じ、研修及び普及活動の実施における CFTDI、トリニダード水産局、トバゴ水産局の連携が強

化されたことでプロジェクト目標の達成が促進された。 

・ トバゴでの普及パイロットプロジェクトの実施を通じ、ボトムアップ型の普及モデルの構築が期待できる。 

・ 試験操業分野、加工分野、資源管理分野の分野間の連携強化（リンケージワーク）がなされ、プロジェクト目

標の達成に寄与した。 

・マイナス要因としては、新漁具の導入による資源への影響をトリニダード水産局が危惧したため、試験操業活

動が制限受け、漁業者のプロジェクト活動への参加を限定する結果となった。 

 

（３）効率性 

日本とトリニダード双方の投入は十分であり、かつ適切なタイミングで行われ、適切に活用された。 

およそ 30％の人的資源が RTCPP 活動に使われたことを考えると、効率性は高かったといえる。しかし、一部の

カウンターパートが専従ではなく他業務を抱え時間的制約があったことから、プロジェクト活動に十分に参加す

ることができず、専門家の知識と技術を十分に活用できなかった面も見られた。 

 

（４）インパクト 

時間がかかるにせよ、上位目標は徐々に達成されるように見える。 

・ 漁民はプロジェクトで紹介した改良型の浮魚礁を使い始めている。これにより、浮き魚等の漁獲が促進され、

漁獲対象種の多様化による底魚への漁獲圧力の削減効果が期待できる。 

・ 刺網の漁獲選択性にかかる技術は C/P に移転されており、水産局による新しい目合規制に繋がっていくことが

期待される。また、カゴ漁業によるゴーストフィシングの研究もカゴの材料を一部天然素材を使用するなどの

新しい取り組みに繋がっていくことが期待される。 

・ 今のところ、プロジェクトで開発した加工品が民間で製品化された例は無いが、魚醤の製造と販売に興味を持

つところは出てきている。また、CFTDI が実施する研修コースにより、魚と魚加工品の品質と品質保証について

の認識が生産者と加工業者の間で高まっている。 

 

（５）自立発展性 

プロジェクト終了後の自立発展性は高い。 

 



 

・各分野の C/P は十分に技術を習得しており、トリニダード水産局と CFTDI はプロジェクトが実施してきた活動

を独自に継続する組織力を持っている。トバゴ水産局は人員や技術協力の不足も見られるが、トリニダード水産

局と CFTDI の協力による活動継続が期待できる。 

・ 財政面について、3機関ともプロジェクトの活動継続に必要な予算確保はできる見込みである。 

・ 制度面について、新漁業法が 2006 年中に完成される見込みである。この中で、プロジェクトが作成した資源管

理のための勧告等の活用が期待される。 

 

３－２ 広域技術協力推進事業に関する評価 

３－２－１ 実績の確認 

本事業参加国は 2001 年には 9カ国であったが、2006 年までに 13 ヶ国に増えた。ト国 CFTDI において実施された

研修に参加した各国の水産行政官、技術者、漁業者は述べ約 133 名である。また、ト国からの日本人長期専門家

と C/P の派遣は、述べ 29名であり、専門家派遣時に各国で開催された研修の参加者は述べ 595 名にのぼる。活動

は５つの技術分野すべてで行われた。 

 

３－２－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

広域技術協力推進事業（RTCPP）の妥当性は非常に高い。 

・カリブ諸国の水産セクターの人材育成を目的とした本事業は、カリブ諸国の政策上の重要課題に対応したもの

であり、また、カリブ地域の域内協力を重視する日本政府の援助方針にも合致するものであった。 

（２）有効性 

研修の有効性は非常に高かった。 

・ 本体プロジェクトにより開発された技術が有効に使われ、カリブ地域 13 カ国において多くの水産局職員と漁民

が研修等に参加し、技術の習得を行った。 

・ カリブ海諸国のような人口の少ない国においては広域協力が効率的である。水産局スタッフ向けの集団研修を

経験の共有と Trainer Training の機会として活用し、各国での研修実施におけるキーパーソンとして育成し、

漁民の参加を含めたフォローアップ研修という方法は有効であった。 

（３）効率性 

効率性は非常に高かった。 

・日本側、トリニダード側の投入は十分であり、適切に使われた。 

・プロジェクト活動により開発されたト国内の技術や人的資源、資機材、施設が広域技術協力推進事業に効率的に

活用された。 

（４）インパクト 

・本事業で技術移転した技術が対象国の漁業現場で取り入れられる動きも一部確認できており、対象国へのイン

パクトの発現が期待される。 

・ト国 C/P が本事業で専門家として技術指導にあたることにより、自らの能力強化を行うことができた。 

（５）自立発展性 

制度的、組織的、技術的な観点から本事業の自立発展性は高い。 

・本事業はカリブ海地域における水産の指導的人材を育成してきており、カリブ地域全体の開発に貢献すること

が期待できる。 

・広域協力の実施には外部からの資金協力が必要な状況である。 



 

・CFTDI は、その施設や人的資源において広域研修の運営能力を有しているが、域内協力に対するト国政府のイニ

シアティブが必要になる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１） 計画内容に関すること 

CFTDI、トリニダード水産局、トバゴ水産局による訓練と普及活動の連携がプロジェクトの実施で強化されたこ

とにより、プロジェクトの目標を達成する上で有効であった。 

（２）実施プロセスに関すること 

ＪＩＣＡによるタイムリーで適切な資源の投入、カウンターパートの能力の高さ、トリニダード側の強力なプロ

ジェクトのオーナーシップが実施プロセスで重要であった。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

プロジェクト活動に幾つか遅れが見られたが、これは水産局が漁業活動をコントロールする法的な力を持ってい

ないために、漁業者が新しい漁具を導入することに慎重にならざるを得なかったことが大きな理由と見られる。

（２）実施プロセスに関すること 

プロジェクト実施の初期に各技術分野間の十分な連携ができなかったこと、カウンターパートに課せられた他の

業務の関係で彼らがプロジェクト活動に十分に参加することができなかったこと、そして多様な活動を行う上で

漁民の十分な参加を得ることができなかったことが実施プロセス上の問題点であった。 

 

３－５ 結論 

 プロジェクト目標はプロジェクト終了時までに達成される見込みである。このため、本プロジェクトは計画通り

2006 年 9 月で終了する。 

 

３－６ 提言 

３－６－１ プロジェクト終了時までの取り組み事項 

（１）試験操業・漁具開発分野 

・カゴ漁業のゴーストフィッシングに関し、試験操業チームは資源管理チームとの協議の上、技術的な解決策を

導き出すための試みを、開始することが望ましい。 

・定置網試験操業に関し、これまでに試した 3種類の網の中で、漁具のコストと使いやすさに配慮し、漁業者の

経済事情、経営規模に合わせて、適切な設計と規模の見極めを行っていくことが必要である。 

（２）水産加工・流通分野 

・水産加工チームはトバゴにおいて水産普及チームと連携し、加工業者だけでなく漁業者を対象にして、プロジ

ェクトで新たに開発した加工技術の研修・普及活動を行うことが望ましい。また、商業ベースでの技術普及に

先立ち、漁業者の家庭を対象としたプロモーション活動を行うことが望ましい。 

・上位目標の達成に向けた活動を継続していくことが重要である。この活動として、CFTDI は加工業者だけでな

く漁業者を対象にした研修を行うことが含まれる。 

・トバゴでは加工業者や漁業者に対する水産加工技術の普及活動が行われることが望ましい。 

・トバゴ漁業訓練センターの冷凍庫の稼動を含め、水産加工ユニットの活用が早期に開始されるよう、専門家か

らも支援をされたい。 



 

・水産食品消費調査データの報告書は、CFTDI の事業で活用されるべきものであることから、速やかに完成願い

たい。 

（３）水産普及分野 

・水産普及分野の活動状況に関し、トバゴ水産局と THA の間での情報共有・コミュニケーションを強化する必要

性が認められた。この一環として、トバゴ漁村開発 5ヵ年計画の最終化を図り、THA の承認を得ることが望まし

い。 

（４）水産資源管理分野 

・“トバゴプロジェクト”に含まれるトビウオの Catch Effort Analysis に関する報告書を完成願いたい。 

・また、“トバゴプロジェクト”という名称で計画されているセンサスを早急に開始することが望ましい。 

 

３－６－２ プロジェクト終了後の取り組みに関する提言 

 プロジェクト終了後、上位目標の達成に向けて、ト国側では以下の取り組みがなされる必要があると考えられ

る。プロジェクト終了時までの活動においては、以下の取り組みをト国側が実施していけるよう留意し、道筋を

つけていくことが望まれる。 

（１）試験操業・漁具開発分野 

・漁業法の改正がなされた際は、漁業者に適した定置網の適正を検証するため、トリニダード水産局は周年調査

計画策定を行うことが望ましい。 

・漁具のコストや使いやすさを考慮し定置網の型や規模をさらに検証することが望ましい。 

 

（２）水産加工・流通分野 

・CFTDI の水産加工研修を、漁業者を対象に含めた加工業者に対し、継続実施し、上位目標の達成に向けた取り

組みを行うことが重要である。 

・また、トバゴにおいても、漁業者対象に含めた水産加工普及活動を継続することが望ましい。 

 

（３）水産普及分野 

・トバゴにおける水産普及活動の促進の取り組み等により、ボトムアップで漁業者とトバゴ水産局のコミュニケ

ーションを促進するローカル水産普及ワークグループが設置されたことは、漁業者のニーズを吸い上げるシス

テムの基礎ができたという点で高く評価できる。トバゴでは、モデルケースをベルガーデン以外の漁村にも広

げ、普及システムの定着・強化を図ることが求められる。 

・トリニダードにおける水産普及事業の方向性を検討する上で、トバゴの例を参考にすることが望ましい。 

 

（４）水産資源管理分野 

・C/P への技術移転は十分になされている。今後は、習熟した技術を活かし、今後も開発が進む適切な資源解析

手法を用いて資源評価（アセスメント）を行っていくことが重要である。 

・ト国における水産資源管理に関する法的枠組み漁業規制を整備する際には、プロジェクトが作成する「水産資

源管理のための勧告」を活かすことが望ましい。 

・さらに、資源評価に用いるデータの精度の向上と有効利用及びト国で行われているサンプリングの手法の検証

と確立を行うことが望ましい。  



 

３－７ 教訓 

 本プロジェクトの実施を通じ、他案件の参考となるべき教訓として以下の事項が挙げられる。 

（１）技術普及を目的としたプロジェクトを行う場合、活動計画時に漁業者のニーズを取り込むよう十分に配慮

する。特に、活動計画時や新技術の開発・導入にあたっては、漁業者による実用可能性について、社会背

景、技術的困難性、採算性などの観点から総合的に判断することが重要である。 

 

（２）計画段階で予想されるすべての活動内容と技術分野間の連携を明確にし、カウンターパートの配置状況と

時間の制約に配慮した活動にすべきである。 

 

（３）カリブ海諸国のような小島嶼国においては広域で技術協力することが効率的である。水産局スタッフ向け

の集団研修で経験を共有し、各国で漁業者の参加を含めたフォローアップ研修を行うという方法は有効で

あった。 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１．協力の背景 

（１）フェーズⅠ「漁業訓練計画」実施の背景 

トリニダード・トバゴ（以下、ト国）の経済は主に石油と天然ガスに依存しているが、1980 年

～90 年代の輸出価格低迷に伴い失業率が上昇し、貧困層が拡大した。このためト国政府は、雇用

創出を重要政策課題として掲げた。また、経済政策見直しの一環として、国内需要の半分以上を

輸入に頼っている水産物の自給を図ることとした。しかしながら、有効な水産業の振興により雇

用創出と水産物生産の増大を図る上で指導的な役割を果たす人材がおらず、その育成が課題とな

っていた。 

ト国水産セクターにおける指導的人材の育成を図るため、JICA はト国がカリブ諸国の水産分野

の人材育成を目的として設立したカリブ漁業開発訓練所（以下、CFTDI：Caribbean Fisheries 

Training & Development Institute）の教育訓練能力の向上を目的として、プロジェクト方式技術

協力「漁業訓練計画」（1996 年 4 月 1日～2001 年 3 月 31 日）を実施した。 

 

（２）フェーズⅡ「持続的海洋水産資源利用促進計画」実施の背景 

フェーズⅠ協力の結果、漁業技術、漁船機関、水産加工の３分野において CFTDI の教官の育成や

教材の整備が行われた。さらに、カリブ地域内の技術向上を図り水産業の発展に寄与するため、

他カリブ諸国を対象にした広域技術協力推進事業が実施された。 

  しかしながら、ト国内の水産業を振興し持続的な発展を図るためには、水産局と CFTDI が連携

し漁業者への技術普及を行うこと及びト国において水産資源管理を強化することが喫急の課題で

あった。このためト国政府は、水産局及び CFTDI の、水産資源を持続的に利用するための水産技

術等の普及・訓練能力の強化を目的とした技術協力プロジェクトを要請越した。これを受け、JICA

は 2001 年 9 月から 5年間の予定で「持続的海洋水産資源利用促進計画」（以下、本プロジェクト）

を実施するに至った。 

 

１－２．調査団派遣の目的 

「トリニダード・トバゴ持続的海洋水産資源利用促進計画」プロジェクトが、2006 年 9 月に終了

を迎えることから、以下の調査を目的として派遣された。 

 

（１）プロジェクト目標の達成度を 5ヵ年の活動実績の検証結果に基づき、評価 5項目（妥当性、

効 率性、有効性、自立発展性、インパクト）の観点から総合的に評価する。 

 

（２）評価結果に基づき残存協力期間の活動計画を明確にするとともに、プロジェクト終了後の対

応策について協議し、その結果を両国関係機関に報告、提言する。 

 

（３）今後、類似案件が実施される場合に活かすべき教訓を取りまとめる。 

 

１－３．調査日程  

評価分析団員： 2006 年 4 月 8 日（土） ～2006 年 5 月 1日（月） （24 日間） 

本調査期間  ： 2006 年 4 月 15 日（土）～2006 年 5 月 1日（月） （17 日間）  
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日程表 

月日（曜日） コンサルタント  本調査団   

4 月 8 日（土） 成田発 11：10～ 

ワシントン着 10：40（ＮＨ-002）

 ワシント

ン泊 

4 月 9 日（日） ワシントン発 11：30～ 

ポートオブスペイン到着 18:00 

(BW 701) 

 トリニダ

ード 

4月 10日 (月) JICA 専門家との協議（9：00-10：

00） 

ト 国 側 評価委員との打合せ

(13:30-) 

 トリニダ

ード 

4 月 11 日（火） JICA 専門家との協議（終日）  トリニダ

ード 

4 月 12 日（水） マラカスとラス・クエバス漁村調

査、 

ト国側評価委員との打合せ（2 回

目） 

 トリニダ

ード 

4 月 13 日（木） オレンジ・バレーなど漁村調査 

評価データ収集・分析作業 

 トリニダ

ード 

4 月 14 日（金） 評価データ収集・分析作業  

4 月 15 日（土） 同上 成田発 11:00～NY（JFK）着 10：45

（NH-10）NY 発 14:35～ポートオブス

ペイン着 19:43 (CO1878) 

4 月 16 日（日） コンサルタントによる事前調査結果の報告、打合せ 

4 月 17 日（月） ９:00-13:00 JICA 専門家による活動報告、調査団による専門家インタビ

ュー 

トリニダ

ード 

 

＊ｲｰｽﾀｰ 

ﾎﾘﾃﾞｰ 

4 月 18 日（火） 1）ト国関係省庁訪問【計画開発省技術協力局次長（10：00）、外務省次

官（11：00）、農業・土地・海洋資源省次官（14：00）】  

2）トリニダード水産局 C/P（水産普及分野、試験操業分野）個別インタ

ビュー  

3) トリニダード水産局長表敬・インタビュー （15：30-16：30 ） 

4）日本大使館表敬 （17：00-17：30） 

トリニダ

ード 

4 月 19 日（水） 1）CFTDI 所長代理表敬 （09：00） 

2）合同技術委員会（09：30） 

3）ト国評価チーム/JICA 評価チームによる第 1 回合同協議 (13：

30-15:30) 

4）トリニダード水産局資源管理部 C/P の個別インタビュー （16：

00-17:00） 

トリニダ

ード 

4 月 20 日（木） トバゴ島へ移動  

1）トバゴ議会 議長表敬 （11：30－12：00） 

2）プロジェクト活動の視察  

トバゴ 
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・トバゴ水産普及グループの定例会議に出席（12：30－13：30） 

・ベルガーデン漁業者グループとの意見交換（14：00－16：00 於：ベル

ガーデン） 

4 月 20 日（木） トバゴ島へ移動 

1）トバゴ議会 議長表敬 （11：30－12：00） 

2）プロジェクト活動の視察  

・トバゴ水産普及グループの定例会議に出席（12：30－13：30） 

・ベルガーデン漁業者グループとの意見交換（14：00－16：00） 

トバゴ 

4 月 21 日（金） 1）プロジェクト活動の視察  

・ゴーストフィッシング調査海上視察 （8:00-10:00 Bucco 沖）  

2）トバゴ水産局オフィス視察 （12：30－13：00 於：） 

3) トバゴ漁業訓練センター（Bucco）視察  （Scabrough 13：30-14:00） 

4）トバゴ水産局 C/P の個別インタビュー（局長代理(試験操業 C/P)/水産

普及/加工分野） （14:00-16:30 於：トバゴ漁業訓練センター） 

トバゴ 

4 月 22 日（土） 漁業関連施設及び漁村の視察 

Turtle Beach 地引網漁視察（７：00－8：00） 

Pegion Point カゴ漁業漁村訪問、漁業者インタビュー（10：30－1２：00） 

トリニダードへ移動  

トリニダ

ード 

4 月 23 日（日） ポートオブスペイン魚市場視察  （4：00－4：30） 

ポートオブスペイン中央市場視察 （4：30－5：30） 

漁村視察（マラカスとラス・クエバス）(8：00－12：00) 

調査団による評価取りまとめ作業 

トリニダ

ード 

4 月 24 日（月） 1）ト国評価チーム及び JICA 評価チームによる第 2回合同協議(09：30－

14：00 ) 

2）CFTDI カウンターパート（試験操業/加工分野）のインタビュー（14：

30－15：30） 

3）評価レポート、ミニッツ案の作成 

トリニダ

ード 

4 月 25 日（火） 1）C/P の個別インタビュー（試験操業技術・漁具開発分野、水産食品加

工技術・流通分野、漁船機関分野） （10:00-13:00） 

2) 広域セミナー「水産資源管理評価」の視察 （13：30） 

3) 試験操業技術・漁具開発分野、水産食品加工技術・流通分野の活動視

察 （14：00-16:00） 

4) 評価レポート、ミニッツ案の作成 

トリニダ

ード 

4 月 26 日（水） 合同調整委員会、ト日合同評価チームから評価結果の報告（10：00－14：

00） 

評価資料取りまとめ 

トリニダ

ード 

4 月 27 日（木） 1) 合同調整委員会協議結果の取りまとめ、評価レポート、ミニッツ最終

版の作成（9:30－12:00） 

2) 調査団から JICA 専門家への調査結果報告打合せ(12：15－13：30) 

トリニダ

ード 

4 月 28 日（金） 1）ミニッツ署名・交換 （10：30 於：農業土地海洋資源省） 

2) 広域セミナー参加者との意見交換会（13：30－14：30 於：CFTDI）） 

トリニダ

ード 
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3) 大使館報告 （17：00－17：30 於：日本国大使館） 

4 月 29 日（土） ポートオブスペイン発 08：40 （CO-1879)～ニューヨーク（EWR）着 14：

03 

ニューヨ

ーク 

4 月 30 日（日） ニューヨーク（JFK）発 12：30（ＮＨ-009）～ 機中泊 

5 月 1 日（月） ～成田着 15：25  

 

１－４．団員構成 

（１）総括      森 高志     国際協力機構(JICA)農村開発部 調査役 

（２）水産資源管理  井上 喜洋    鹿児島大学 水産学部 教授 

（３）評価分析    宇田川 和夫    アイ･シー･ネット株式会社 シニアコンサルタント 

（４）計画評価      西 直子        国際協力機構(JICA)農村開発部第 2G 畑作地帯第一チーム 

 

１－５．ト国側評価委員の構成 

（１）Ms. Vidiah Ramkhelawan  計画開発省技術協力局 次長 

（２）Mr. Farook Hosein    農業・土地・海洋資源省計画局 シニアプロジェクトアナリスト 

（３）Mr. Carlisle Jordan    トバゴ議会 農業・海洋・環境次官アドバイザー 

 

１－６．主要面談者 

 

[日本側主要面談者] 

（１） トリニダード・トバゴ日本国大使館  

釣田 薫    一等書記官 

原田 和典  二等書記官 

（２） プロジェクト専門家 

 千賀 和雄 （チーフアドバイザー） 

 菅井 博英 （業務調整員） 

 藤井 資己 （試験操業・漁具開発） 

 瀧上 總雄 （水産食品加工技術・流通） 

 柳川 弘行 （水産資源管理） 

 石田 光洋 （水産普及） 

 

[トリニダード島主要面談者] 

（１）農業土地海洋資源省（Ministry of Agriculture, Land and Marine Resources:MALMR） 

  Mrs. Philippa Forde      次官 (Permanent Secretary) 

  Ms. Patricia Hypolite      次官補 (Deputy Permanent Secretary) 

Ms. Jennifer Yearwood       計画局次長 (Assistant Director of Planning) 

Mr. Farook Hosein          計画局シニアプロジェクトアナリスト（評価チームメンバー) 

(Senior Project Analyst, Planning Division) 

（２）外務省 (Ministry of Foreign Affairs) 

   Mr. Lester Efebo Wilkinson 次官 (Permanent Secretary) 

  Ms. Kathy Radoo          アフリカ・アジア・中東・太平洋局担当官（Foreign Service Officer
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Ⅱ, Africa, Asia, Middle East and Pacific Division) 

（３） 計画開発省(Ministry of Planning and Development) 

  Ms. Vidiah Ramkhelawan      技術協力ユニット次長 (評価チームメンバー) 

（Assistant Director, Technical Cooperation Unit） 

（４） 農業土地海洋資源省水産局 (Fisheries Division, MALMR) 

  （以下、評価チームがインタビューを行ったカウンターパート。） 

   Ms. Annmarie Jobity      水産局長 (Director of Fisheries) 

  Ms. Nerrisa Nagassar        水産局本部職員(試験操業・漁具開発分野） 

   Ms. Nadia Ramphal           水産局本部水産調査員(試験操業・漁具開発分野) 

  Ms. Lara Ferreira      水産局資源管理部職員(水産資源管理分野） 

Ms. Suzuette Soomai     同上 

Ms. Michelle Picou-Gill   水産局本部職員(水産普及分野） 

Ms. Azeem Khan       水産局本部普及員(水産普及分野) 

（５） カリブ漁業開発訓練所（CFTDI） 

   Ms. Tullia Ible             所長代理(Acting Principal)  

   Mrs. Joan Gower de Chabert  副所長(Training Officer/Vice Principal) 

（以下、評価チームがインタビューを行ったカウンターパート。） 

   Mr. Joseph James            訓練船職員(試験操業・漁具開発分野） 

  Mr. Charles Nurse           加工部門職員(水産食品加工技術 ・流通分野) 

Ms. Muriel Quamina      加工部門職員(水産食品加工技術 ・流通分野) 

Mr. Rooplal Dowlat       機関部門職員、訓練船機関長（漁船機関分野） 

Mr. Pooran Mohan       元機関部門職員、訓練船機関長（漁船機関分野）＊退職 

 

[トバゴ島主要面談者] 

（１） トバゴ議会（The Tobago House of Assembly: THA） 

Hon. Orville London        議長（Chief Secretary） 

Mr. Carlisle M. Jordon      トバゴ議会農業海洋環境長官アドバイザー(評価チームメンバー） 

（Advisor to the Secretary of Agriculture, Marine Affairs and 

the Environment, THA） 

（２） トバゴ水産局 (The Department of Marine Resources and Fisheries, THA） 

（以下、評価チームがインタビューを行ったカウンターパート。） 

Mr. Erol D Caesar        トバゴ水産局長代理(試験操業・漁具開発分野） 

Mr. Calvin Alexander       トバゴ水産局職員(水産食品加工技術 ・流通分野) 

Mr. Terrence Holmes         トバゴ水産局アシスタント(水産普及分野) 

Mr. Euthan Yeates        トバゴ水産局職員(水産普及分野) 

（３） ベルガーデン漁業者組合 

  Mr. Frederick Roberts       組合長  

   他組合員 

 

第２章 評価方法 

 

２－１．調査・評価のプロセス 
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（１）ト国内の事業に対する評価 

日本側評価チームとト国側評価チームは合同評価チームを結成し 4 月 19 日、24 日の二回に渡り

会合を持った。合同評価チームは、PDM に基づき、実績、プロジェクト実施プロセスの検証、評価

５項目による分析を行い、評価結果を合同評価報告書(英文)に取りまとめ、現地合同調整委員会へ

の報告を行った。 

また、水産普及分野の活動については、中間評価の段階の合意に従い、トバゴ島に限定して行わ

れたことから、合同評価チームにおいてもトバゴ島での活動を対象とすることで合意し、評価を行

った。 

 

（２）広域技術協力推進事業に対する評価 

同事業の実績の検証ならびに対象国水産局へのアンケート調査を行い、評価データを収集した。

５項目による分析を行い、評価結果を合同評価報告書(英文)に取りまとめた。 

 

２－２．ミニッツの署名 

（１）署 名 日：4月 28 日(金) 

（２）署 名 者：ト国側 農業土地海洋資源省 副次官 Ms. Patricia Hypolite 

日本側 団長 森高志 

（３）署名文書：ミニッツ、合同評価報告書 

 

第３章 協力の枠組み 

 

３－１．ト国内の事業の枠組み   ※PDM は別添４、組織図は別添５のとおり。 

（１） 実施機関   

農業・土地・海洋資源省水産局（トリニダード水産局）、トバゴ議会水産局、 

カリブ漁業開発訓練所(CFTDI) 

 

（２）対象地域 

トリニダード島、トバゴ島 

 

（３）協力期間 

  2001 年 9 月 25 日～2006 年 9 月 24 日（5年間） 

 

（４）上位目標 

トリニダード・トバゴの漁業者により、水産資源を持続的に利用するための漁業活動が行われる。 

 

（５）プロジェクト目標 

トリニダード水産局、トバゴ水産局ならびに CFTDI の相互協力のもとに、水産資源を持続的に利

用するための普及・訓練活動が実施される。 

 

（６）成果 

１．トリニダード水産局及びトバゴ水産局の資源管理能力が向上する。 

２．CFTDI の試験操業技術・漁具開発、水産食品加工技術・流通、漁船機関分野の技術能力が向上
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する。 

３．水産局の普及能力が向上する。 

（７）対象技術分野 

①水産資源管理 ②試験操業技術/漁具開発 ③水産食品加工技術/流通 ④水産普及   

⑤漁船機関 

 

３－２．広域技術協力推進事業の枠組み 

（１）事業概要 

ト国内で実施されたプロジェクト（上記）に加え、CFTDI を拠点にカリブ諸国（計 13 カ国）を

対象として、カリブ諸国における水産資源の持続的利用を目的とした人材育成事業を実施し、2001

年度から 2005 年度まで 5回に渡り、専門家及びト国 C/P の派遣、機材供与、ト国への研修員受入

れを行った。 

 

（２）対象国 （計 13 カ国） 

グレナダ、ドミニカ、セントルシア、セントビンセント、アンティグア・バーブーダ、ドミニカ

共和国、バルバドス、セントクリストファー・ネイヴィス、ジャマイカ、ハイチ、ガイアナ、スリ

ナム、ベリーズ 

 

第 4 章 投入実績 

 

４－１．日本側の投入実績 

本終了時評価実施時点における日本側の投入実績は以下のとおりである。事業実施前の想定予算内

の投入実績となっている。 

（１） 協力金額 

7 億 1600 万円 

（２）内訳 

長期専門家派遣  ： 6 名  機材供与                    :  94.8 百万円 

短期専門家派遣  ：16 名  ローカルコスト負担          : 171.5 百万円 

研修員受入    ：13 名      広域協力ローカルコスト負担  :  93.9 百万円   

 

（注）広域技術協力推進事業の実施に係る投入は、ト国に派遣中の長期専門家による活動、広域協力

ローカルコストによる小額資機材の購入、セミナー開催費等から構成される。広域技術協力推

進事業の投入実績詳細は第６章、６－１．に記載。 

 

４－２．ト国側の投入実績 

本終了時評価実施時点におけるト国側の投入実績は以下のとおりである。 

 

カウンターパート配置  ：計 23 名  

ローカルコスト負担 ：69.3 百万円（CFTDI の負担分。） 

その他：土地、事務所、宿泊施設、会議室、訓練施設、電気代、水道代、事務用品等の提供。 

（トリニダード水産局及びトバゴ水産局はこれらのコストを負担。） 
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※ 投入実績の詳細内訳は、添付資料２を参照。 

 

第５章 終了時評価結果（ト国内の事業に関する評価） 

 

５－１．プロジェクト目標の達成状況 

  プロジェクト目標「トリニダード水産局、トバゴ水産局、CFTDI の相互協力のもとに、水産資源を

持続的に利用するための普及・訓練活動が実施される。」の指標はプロジェクト終了時までに全て達

成される見込みである。また、成果１～３の達成も見込まれることから、プロジェクト目標は達成さ

れると考えられる。このため、本プロジェクトは計画通り 2006 年 9 月で終了する。 

個々の指標についての評価は以下のとおりである。 

 

【指標の達成状況】 

指標１：「プロジェクト終了時までに２つ以上の水産資源に関する計画・勧告・規則が作成される。」

本指標については、「ト国における適切な漁業管理方策に関する勧告」が策定される予定となって

おり、例えば「カゴ漁業に関する環境に配慮した漁具の推薦」等の個別の計画・勧告が複数含ま

れていることから、プロジェクト終了時までに達成されると見込まれる。また、プロジェクトの

活動を受けて、ト国水産局において刺網目合、カゴ漁業、定置網に関する規則制定の準備が進め

られている。 

 

指標２：「普及活動に係る計画・実施・評価がローカル水産普及ワークグループによって維持される。」

本指標については、トバゴ島をモデル地域として普及活動が始められ、今後も維持されていくと

考えられる。この理由として、①トバゴ島の漁業地域 12 箇所から地域住人及び漁業者の代表が集

まる「水産普及ワークグループ」をトバゴ水産局普及員（C/P）の指導の下 2003 年 4 月に結成し、

2006 年 1 月から毎月定期的会議を開催していること、②会議では普及員から漁業に関する新たな

技術が紹介されるとともに各地域の問題が漁業者の間で論議され、地域社会全体のボトムアップ

の動きが見られること、③モデルとして選定した地域（ベルガーデン）では漁業者有志が自立的

に組合を組織し、地域漁業全体のための漁業施設の設置及び共同作業の実施へ向けて活動を始め

ていることが挙げられる。 

 

指標３：「カウンターパートが独自に開催する研修会が毎年 4回(参加者 20 名/回)のレベルを保つ。」

本指標については、現時点までの実績で十分に達成されている。すなわち、CFTDI における研修

会で漁業技術、漁船機関、品質管理・加工技術、資源管理分野で漁民を対象にした研修が行われ

C/P が講師を務めた。また、トバゴ島において開催されている定例漁業地域集会においても C/P

による各種技術紹介が成されており、プロジェクト終了時までに品質管理・加工技術系について

も漁業者を対象とした研修会がトバゴ漁業訓練センターを中心に開催される予定が組まれてい

る。 

 

なお、本プロジェクトの普及分野の活動は、トリニダード水産局の意向により、ト国全域を対象

とするものから、トバゴ島をモデル地域としたものに変更され、それに伴う活動内容の調整、遅

れ等を余儀なくされたが、派遣専門家及び C/P の努力によりそれらが最小限に留められた。その

後、C/P の指導のもとにトバゴ水産普及ワークグループ定例会議が順調に進行しており、漁業者
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による自立的活動も始められた他、資源維持に対する啓蒙活動についても、派遣専門家と C/P に

よるゴーストフィッシング調査を通じて実践的に周知されている。さらに、トリニダード水産局、

トバゴ水産局、CFTDI の 3 機関の相互協力については、派遣専門家及び C/P を中心としたさまざ

まな連携活動を通してトリニダード水産局、トバゴ水産局、CFTDI の 3 機関の協力体制が確立さ

れており、マネジメントレベルでも 3機関による調整委員会の設置が提案されていることから、3

機関の連携体制は構築されていると見なせる。 

 

５－２．成果の達成状況の評価 

（１）成果１．「トリニダード水産局及びトバゴ水産局の資源管理能力が向上する。」 

成果１の指標は概ね達成される見込みである。トリニダード水産局の水産資源管理分野の C/P       

の能力は十分に育成されており、また、現在、水産資源管理のための提言の取りまとめも進んでい

る。一方で、トバゴ水産局については、C/P の配置が不十分であったため成果の発現が限定される

結果となった。 

【指標達成状況】 

指標 1-1：「プロジェクト 4 年目終了時までに 2 人以上の調査員が操業日誌データの照合及び生物学

的データの収集について訓練を受ける。」 

本指標については達成されている。すなわち、調査員訓練プログラム用の各種テキストが準備さ

れた。ト国水産局において収集している漁獲資料について派遣短期専門家により資源解析用の資

料に変換する訓練を受け、過去の資料について順次変換作業を実施している。また、定置網試験

操業及びソデイカの試験操業から得られた漁獲生物を対象に生物学的データの収集について訓練

を受けている。さらに、刺網の目合選択性の試験は派遣短期専門家により C/P に訓練された。 

 

指標 1-2：「プロジェクト 3年目終了時までに 6種類以上の魚種の生物学的データが収集される。」 

本指標については達成されている。すなわち、定置網試験操業から得られた魚の種組成がサーベ

イレポートにまとめられた。ソデイカの試験操業から得られた生物学的データについてもまとめ

られている。これらのデータ解析が進められ科学レポートとして、まとめられる途中である。対

象となる魚種は数十種に及ぶ。 

 

指標 1-3：「プロジェクト 3年目終了時までに 4人の水産局職員が CPUE（単位あたり漁獲量）分析関

連課題について訓練される。」 

本指標については達成されている。すなわち、派遣短期専門家による水産資源管理学概論の教科

書、長期専門家による水産資源管理のテキスト、SPSS の基本操作法及び関連生物統計学及びシェ

ーファーモデルの SPSS による解析マニュアルが準備され、資源解析手法とその理論が C/P に技術

移転された。この成果として「ASPIC 法を用いたカリブ地域のキングフィッシュ資源の解析」論文

が雑誌に投稿される予定である。   

 

指標 1-4：「プロジェクト 4年目終了時までに 2人の水産局職員が社会経済分野の訓練を受ける。」 

本指標については達成されている。すなわち、派遣短期専門家による「海産物及び漁業に関する

社会経済」セミナーが開催され、経済学概論と漁村での社会経済学の基本概念を C/P が習得した。

また、トバゴ島におけるトビウオ漁業の計量経済学的解析がレポートにまとめられている。 
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指標 1-5：「プロジェクト終了時までに 2種類以上の教本が作成される。」 

本指標については達成されている。すなわち、水産資源管理分野では 5 種類のテキスト、マニュ

アルが作成された。これらは、①水産資源管理のテキスト、②データ解析マニュアル、③軟 X 線

撮影装置（SOFTEX M-60）の操作マニュアル、④シェーファーモデルの SPSS による解析マニュア

ル、⑤水産資源管理学概論等である。 

   

指標 1-6：「プロジェクト終了時までに 2種類以上の刊行物の原稿が作成される。」 

本指標については達成される見込みである。すなわち、水産資源管理分野において 3 種類の科学

論文の投稿原稿が作成されている。それらは、①ASPIC 法を用いたカリブ地域のキングフィッシュ

（Scomberomorus cavalla）資源の解析、②トリニダード・トバゴ国産魚類の体長・体重関係の解

析、③トバゴ島におけるトビウオ漁業の計量経済学的解析である。 

 

指標 1-7：「プロジェクト終了時までに、カゴ漁業に対し、環境に配慮した漁具が推薦される。」 

本指標については達成される見込みである。すなわち、トリニダード水産局とトバゴ水産局によ

るゴーストフィッシングに関するフィールド調査が実施され、解決のための実験も予定されてお

り、プロジェクト終了までにこれらの結果が報告書にまとめられる予定である。 

 

指標 1-8：「プロジェクト終了時までに、適切な漁業管理方策に関する勧告が策定される。」 

本指標については達成される見込みである。すなわち、2006 年 4 月に開催された広域セミナーに

おいて「トリニダード・トバゴ国における適切な漁業管理方策に関する勧告」（案）が検討されて

おり、最終まとめ段階にある。 

 

（２）成果２．「CFTDI の試験操業技術・漁具開発、水産食品加工技術・流通、漁船機関分野の技術

能力が向上する。」 

本成果に関する指標は以下のとおり十分に達成されたといえる。フェーズ 1（漁業訓練計画）

の蓄積もあり C/P は自力で技術移転を行えるレベルにまで成長し、広域技術協力等でインストラ

クターとして活躍している。 

【指標達成状況】 

指標 2-1：「プロジェクト 4年目終了時までに、指標 1-8 に示されている「適切な漁業管理計画」のも

とに推薦された新しい技術に対する CFTDI カウンターパートの理解力が 70％以上になる。」 

本指標については、以下の実績から 100%達成されていると判断される。 

・C/P が刺網の目合選択試験操業に必要とされる１１種類の目合の刺網漁具の設計と製作を行える

ようになった。 

・C/P が刺網の目合いの選択性能に係る理論を理解し、目合選択試験操業を実施するようになった。

・C/P がカゴ漁具のゴーストフィッシングに関し、理論を理解し、適切な試験操業を実施するよう

になった。 

・C/P が定置網の漁場調査技術と数種類の網の設計・製作及び設置・操業・撤去技術を習得し、漁

民に講習を行うまでになった。 

・C/P がソデイカの流し立縄漁法の設計・製作・操業技術を習得し、漁場調査を行うようになった。

・C/P が人工集魚装置の設計・製作・設置技術を習得し、漁民に指導を行うようになった。 

・C/P が船外機の取り扱い技術を習得した。 
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指標 2-2：「プロジェクト終了時までに各分野 1種類以上の新しい教本が作成される。」 

本指標については、資源管理分野では、既に達成されている。試験操業・漁具開発分野では、「漁

具選択性」ならびに「ゴーストフィッシング」について新たなテキストがプロジェクト終了時前に

作成される予定である。水産加工分野においても研修で使用した教材は複数準備されており、教本

の作成はプロジェクト終了時前に達成される見込みである。 

 

指標 2-3：「プロジェクト 4年目終了時までに開発・評価された技術が研修コースカリキュラムに盛り

込まれるようになる。」 

本指標については、以下の実績から達成されていると判断される。 

・漁船機関分野では船外機、冷凍機保守、油圧機械の技術が盛り込まれた。 

・試験操業分野では、漁具選択性とゴーストフィッシングに関する技術や定置網技術等が盛り込ま

れた。 

・水産加工分野では、市場外での適切な販売に関する技術が盛り込まれた。 

 

指標 2-4：「プロジェクト 4年目終了時までに開発・評価された技術が漁村等のコミュニティにおける

研修会のカリキュラムに盛り込まれるようになる。」 

本指標については、以下の実績から達成されていると判断される。 

・漁船機関分野では船外機、冷凍機保守、油圧機械の技術が盛り込まれた。 

・試験操業分野では、定置網技術や人工集魚装置技術等が盛り込まれた。定置網試験操業活動には

108 名の漁民が参加した。 

・水産加工分野では、鮮魚取り扱い技術が盛り込まれた。今後プロジェクト終了までに、漁業者を

対象とした品質管理・加工技術についての研修会が、トバゴ漁業訓練センターを利用して開催さ

れる予定である。 

 

指標 2-5：「プロジェクト終了時までにカウンターパートが 2 種類以上の新しい水産加工品を独自で

作れるようになる。」 

本指標については、C/P が、さつま揚げ、はんぺん、フィッシュナゲット、魚醤油、ソデイカ真空

加工品、魚卵加工品を作成できるようになっていること及びプロジェクト終了までに漁業者を対象

とした加工品の作成技術の紹介も予定されていることから、指標は、十分に達成されたと判断され

る。 

 

（３）成果３．「水産局の普及能力が向上する。」 

成果３の指標は概ね達成される見込みである。トバゴではトバゴ水産普及ワークグループが組織

されており、同グループの活動を通じて漁業者とトバゴ水産局のコミュニケーションの強化が図ら

れている。ベルガーデン漁業者グループを対象とした普及活動を通じてコミュニティレベルでの普

及活動も促進されつつある。また、C/P の普及能力も大きく向上している。ただし、普及活動につ

いては中間評価の際、地域社会活動の困難性を考慮し、活動の成果を明確にするためトバゴ島をモ

デル地域とした活動に変更された。 

【指標達成状況】 
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指標 3-1：「プロジェクト終了時までに普及員がリンケージワークに参加し OJT と OffJT を行う。」 

本指標については、水産普及員（C/P）が他技術分野とのリンケージワーク（分野間の協調作業）

を 2 回以上行っており、この中で各分野と漁業者がプロジェクト活動を深く理解しながら円滑に

進めるためのツールとして「テクニカル PDM」を作成し、効果的な連携を実現したことから、達成

されたものと判断される。 

 

指標 3-2：「専門家の支援の下、普及員が漁民などにセミナーやワークショップを実施する。」 

本指標については、普及員（C/P）が他技術分野との連携により、漁民を対象とした技術普及セミ

ナーやワークショップを複数回実施し、ファシリテーターとしての役割を果たすに至っている。

また、普及ツールとして漁民向けの各種教材やフィシャーマンズハンドブック（漁業記録、帳簿）

の作成・使用も行っていることから、達成されたものと判断される。 

 

指標 3-3：「プロジェクト終了時までに水産普及ワークグループが複数創立される。」 

本指標については、普及のモデル地域となったトバゴ島において「水産普及ワークグループ」が

設立され、2006 年 1 月から実質的な活動が開始されていることから、達成されたものと判断され

る。 

ただし、複数創立の指標に関しては、普及活動がトバゴに限定されたこと、ならびに、トバゴ島

のような小さな島においては、１つの水産普及ワークグループが効率性、有効性の点で十分に機

能していることから、複数のグループ設立には至らなかったものの指標は達成されたものと見な

すものである。 

 

指標 3-4：「プロジェクト終了時までに水産普及ワークグループにより漁民グループ(複数)が組織さ

れる。」 

本指標については、トバゴ島のベルガーデン地区において、漁業者有志（約 25 名）が自立的に新

しい組合を組織し、地域漁業全体のための漁業施設及び共同作業の実施へ向けて活動を始めてい

ること及び既存の組合がその活動に関心を持っていることから、達成されたものと判断される。

なお、本グループに対しては、水産普及員（C/P）が専門家の指導のもとで活動支援を行っている。

（同グループは日本大使館の草の根無償資金協力で漁民の多目的施設の建設を申請予定。） 

 

 

５－３．上位目標の達成見込み 

上位目標「トリニダード・トバゴの漁業者により、水産資源を持続的に利用するための漁業活動が

行われる。」の達成見込みは以下のとおりである。 

 

・C/P 機関により必要な基礎技術、システム構築等が習得されているため、上位目標の達成は、ト  

国の政策と努力によるところである。 

・新しい漁具・漁法の導入には、ト国が引き続き技術開発や実証化試験等を行うことが必要である。 

また、C/P 及び漁業関係者の習熟期間や、制度面、財政面における裏付けが必要である。これら

について、ト国政府が引き続き取り組みを行えば、時間的には当初予想より先になると思われる

ものの、達成されることが見込まれる。 

・上位目標達成に不可欠な普及については、トバゴでの取り組みにおいて、ボトムアップによる普 

及システムの強化が確実に進展しているが、ベルガーデンのモデルを他漁村にも展開することに
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より、トバゴにおける普及システムの定着・強化が図られることが望まれる。また、トリニダー

ドにおいても、トバゴでの活動の評価が行われ、普及体制の促進が図れることが期待される。 

・トリニダード水産局、トバゴ水産局、CFTDI が、今後もより協力関係を強化していくことがプロ

ジェクト上位目標を効率的に達成する上で重要である。 

 

【指標の達成見込み】 

指標１：「プロジェクト終了後 5年間に水産資源を持続的に利用できる漁具を導入している漁業者数

が 20％増加する。」 

ト国水産局において、プロジェクトで実施された定置網試験操業、刺網の目合選択性試験等の検

討がなされ、プロジェクト残存期間にゴーストフィッシングの防止対策が講じられたカゴの実験

が予定されている。今後、新しい漁具・漁法の導入に向け、ト国が法制度を整備し、技術開発や

実証化試験等を引き続き行うことにより漁業者への普及も困難でないと考えられる。 

 

指標２：「プロジェクト終了後 5年間に新たに導入された水産資源を持続的に利用できる漁法を導入

している漁業者数が漁業者全体の 20％以上になる。」 

 指標 1に同じ。 

 

指標３：「プロジェクト終了後 5年間に 3種類以上の漁法が新たに導入される。」 

 指標 1に同じ。 

 

指標４：「プロジェクト終了後 5年間に 3種類以上のプロジェクトが開発した水産加工技術が加工業

 者に導入される。」 

現在、CFTDI の研修には冷凍加工業者、薫製加工業者等が参加している。プロジェクトが扱った加

工技術を事業ベースで導入するためには、加工食材料を安定的に確保するとともに加工機器、加

工施設を整える必要があり導入には時間を要すると予測される。 

 

 （注）漁業者による加工品の製造については、トバゴで漁業者を対象とした水産普及活動の一環

として、加工技術の普及が進められることとなっており、トバゴを例としてト国全体に加工品の

普及が進むことは十分に考えられる。 

 

５－４．５項目評価 

（１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は極めて高い。 

・ プロジェクト目標と上位目標は、水産業の持続的発展を課題としているト国政府の国家政策

に合致している。また、ト国政府の水産セクターが掲げる、「行政と民間セクターのステーク

ホルダーの連携を奨励・推進し、水産資源の持続性を確かなものとする」という政策課題の

解決に資するよう協力計画の設計がなされている。 

・ 3 つの実施機関の能力強化を行うとともに、3機関間の連携強化を図るというプロジェクトの

戦略は、本プロジェクトが目指す普及体制の強化において有効に働いた。 

・ 計画の妥当性の観点からは、ト国における事業と広域技術協力推進事業との間で、プロジェ

クト関係者の責任範囲と業務量等を明確にするために、計画の最初の段階で広域技術協力推

進事業を PDM の中に位置づけるなどの措置が必要であったと思われる。 
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（２）有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。 

・ プロジェクトを通じ、研修及び普及活動の実施における CFTDI、トリニダード水産局、トバゴ

水産局の連携が強化されたことでプロジェクト目標の達成が促進された。 

・ トバゴでの普及パイロットプロジェクトの実施を通じ、ボトムアップ型の普及モデルの構築が

期待できる。 

・ 試験操業分野、加工分野、資源管理分野の分野間の連携強化（リンケージワーク）がなされ、

プロジェクト目標の達成に寄与した。 

・ マイナス要因としては、新漁具の導入による資源への影響をトリニダード水産局が危惧したた

め、試験操業活動が制限を受け、漁業者のプロジェクト活動への参加を限定する結果となった。 

 

（３）効率性 

日本とトリニダード双方の投入は十分であり、かつ適切なタイミングで行われ、適切に活用さ 

れた。 

およそ 30％の人的資源が RTCPP 活動に使われたことを考えると、効率性は高かったといえる。

しかし、一部のカウンターパートが専従ではなく他業務を抱え、時間的制約があったことから、

プロジェクト活動に十分に参加することができず、専門家の知識と技術を十分に活用できなかっ

た面も見られた。 

 

（４）インパクト 

時間がかかるにせよ、上位目標は徐々に達成されるように見える。 

・ 漁民はプロジェクトで紹介した改良型の浮魚礁を使い始めている。これにより、浮き魚等の漁

獲が促進され、漁獲対象種の多様化による底魚への漁獲圧力の削減効果が期待できる。 

・ 刺網の漁獲選択性にかかる技術は C/P に移転されており、水産局による新しい目合規制に繋が

っていくことが期待される。また、カゴ漁業によるゴーストフィシングの研究もカゴの材料を

一部天然素材を使用するなどの新しい取り組みに繋がっていくことが期待される。 

・ 今のところ、プロジェクトで開発した加工品が民間で製品化された例は無いが、魚醤の製造と

販売に興味を持つところは出てきている。また、CFTDI が実施する研修コースにより、魚と魚

加工品の品質と品質保証についての認識が生産者と加工業者の間で高まっている。 

 

（５）自立発展性 

プロジェクト終了後の自立発展性は高い。 

・ 各分野の C/P は十分に技術を習得しており、トリニダード水産局と CFTDI はプロジェクトが実

施してきた活動を独自に継続する組織力を持っている。トバゴ水産局は人員や技術協力の不足

も見られるが、トリニダード水産局と CFTDI の協力による活動継続が期待できる。 

・ 財政面について、3機関ともプロジェクトの活動継続に必要な予算確保はできる見込みである。 

・ 制度面について、新漁業法が 2006 年中に完成される見込みである。この中で、プロジェクト

が作成した資源管理のための勧告等の活用が期待される。 

 

５－５．効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 
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CFTDI、トリニダード水産局、トバゴ水産局による訓練と普及活動の連携がプロジェクトの実施

で強化されたことにより、プロジェクトの目標を達成する上で有効であった。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

JICA によるタイムリーで適切な資源の投入、カウンターパートの能力の高さ、トリニダード側

の強力なプロジェクトのオーナーシップが実施プロセスで重要であった。 

 

５－６．問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

プロジェクト活動に幾つか遅れが見られたが、これは水産局が漁業活動をコントロールする法的

な力を持っていないために、漁業者が新しい漁具を導入することに慎重にならざるを得なかったこ

とが大きな理由と見られる。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

プロジェクト実施の初期に各技術分野間の十分な連携ができなかったこと、カウンターパートに

課せられた他の業務の関係で彼らがプロジェクト活動に十分に参加することができなかったこと、

そして多様な活動を行う上で漁民の十分な参加を得ることができなかったことが実施プロセス上

の問題点であった。 

 

第６章 広域技術協力推進事業の評価結果 

 

６－１．活動実績の評価 

（１）合計参加者数 

  本事業参加国は 2001 年には 9 カ国であったが、2006 年までに 13 ヶ国に増えた。ト国 CFTDI に

おいて実施された研修に参加した各国の水産行政官、技術者、漁業者は述べ約 133 名である。また、

ト国からの日本人長期専門家と C/P の派遣は、述べ 29 名であり、専門家派遣時に各国で開催され

た研修の参加者は述べ 595 名にのぼる。 

 

（２）各分野の研修参加者実績（５年間） 

 水産資源管理分野      計 149 名（内、女性 63 名） 

 試験操業技術/漁具開発分野 計 210 名（内、女性  3 名） 

水産食品加工技術/流通    計 206 名（内、女性 67 名） 

水産普及                  計 24 名（内、女性  6 名） 

漁船機関                  計 135 名（内、女性  0 名） 

(注)水産普及分野の研修は 2004 年度から開始したため、参加者数が少ない。 

 

（３）投入実績（ローカルコスト負担内訳） 

広域研修員の受入れや専門家派遣に必要な日当・宿泊費、通信費、小額機材費等に関する日本側

の投入実績は以下のとおり。（ト国側は研修施設等の提供を行った。） 

【総額】約 93.9 百万円 

【内訳】2001 年度   7,040 千円    

2002 年度   19,937 千円   
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2003 年度  22,168 千円  

2004 年度   23,236 千円   

2005 年度   18,108 千円   

６－２．５項目評価 

（１）妥当性 

広域技術協力推進事業（RTCPP）の妥当性は非常に高い。 

・カリブ諸国の水産セクターの人材育成を目的とした本事業は、カリブ諸国の政策上の重要課題  

に対応したものであり、また、カリブ地域の域内協力を重視する日本政府の援助方針にも合致

するものであった。（カリブ諸国の漁業事情概要については添付資料９を参照。） 

 

（２）有効性 

研修の有効性は非常に高かった。 

・本体プロジェクトにより開発された技術が有効に使われ、カリブ地域 13 カ国において多くの

水産局職員と漁民が研修等に参加し、技術の習得を行った。 

・カリブ海諸国のような人口の少ない国においては広域協力が効率的である。水産局スタッフ向 

けの集団研修を経験の共有と Trainer Training の機会として活用し、各国での研修実施におけ

るキーパーソンとして育成し、漁民の参加を含めたフォローアップ研修という方法は有効であ

った。 

 

（３）効率性 

効率性は非常に高かった。 

・日本側、トリニダード側の投入は十分であり、適切に使われた。 

・プロジェクト活動により開発されたト国内の技術や人的資源、資機材、施設が広域技術協力推

進事業に効率的に活用された。 

 

（４）インパクト 

・本事業で技術移転した技術が対象国の漁業現場で取り入れられる動きも一部確認できており、

対象国へのインパクトの発現が期待される。 

・ト国 C/P が本事業で専門家として技術指導にあたることにより、自らの能力強化を行うことが

できた。 

 

（５）自立発展性 

制度的、組織的、技術的な観点から本事業の自立発展性は高い。 

・本事業はカリブ海地域における水産の指導的人材を育成してきており、カリブ地域全体の開発

に貢献することが期待できる。 

・広域協力の実施には外部からの資金協力が必要な状況である。 

・CFTDI は、その施設や人的資源において広域研修の運営能力を有しているが、域内協力に対す

るト国政府のイニシアティブが必要になる。 

 

第７章 提言 

 

７－１．プロジェクト終了時までの取り組み事項 
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（１）試験操業・漁具開発分野 

・カゴ漁業のゴーストフィッシングに関し、試験操業チームは資源管理チームとの協議の上、技

術  的な解決策を導き出すための試みを、開始することが望ましい。 

・定置網試験操業に関し、これまでに試した 3種類の網の中で、漁具のコストと使いやすさに配

慮し、漁業者の経済事情、経営規模に合わせて、適切な設計と規模の見極めを行っていくこと

が必要である。 

 

（２）水産加工・流通分野 

・水産加工チームはトバゴにおいて水産普及チームと連携し、加工業者だけでなく漁業者を対象

にして、プロジェクトで新たに開発した加工技術の研修・普及活動を行うことが望ましい。ま

た、商業ベースでの技術普及に先立ち、漁業者の家庭を対象としたプロモーション活動を行う

ことが望ましい。 

・上位目標の達成に向けた活動を継続していくことが重要である。この活動として、CFTDI は加

工業者だけでなく漁業者を対象にした研修を行うことが含まれる。 

・トバゴでは加工業者や漁業者に対する水産加工技術の普及活動が行われることが望ましい。 

・トバゴ漁業訓練センターの冷凍庫の稼動を含め、水産加工ユニットの活用が早期に開始される

よう、専門家からも支援をされたい。 

・水産食品消費調査データの報告書は、CFTDI の事業で活用されるべきものであることから、速

やかに完成願いたい。 

 

（３）水産普及分野 

・水産普及分野の活動状況に関し、トバゴ水産局と THA の間での情報共有・コミュニケーション

を強化する必要性が認められた。この一環として、トバゴ漁村開発 5ヵ年計画の最終化を図り、

THA の承認を得ることが望ましい。 

 

（４）水産資源管理分野 

・“トバゴプロジェクト”に含まれるトビウオの Catch Effort Analysis に関する報告書を完成

願いたい。 

・また、“トバゴプロジェクト”という名称で計画されているセンサスを早急に開始することが

望ましい。 

 

７－２．プロジェクト終了後の取り組みに関する提言 

 

プロジェクト終了後、上位目標の達成に向けて、ト国側では以下の取り組みがなされる必要がある

と考えられる。プロジェクト終了時までの活動においては、以下の取り組みをト国側が実施していけ

るよう留意し、道筋をつけていくことが望まれる。 

（１）試験操業・漁具開発分野 

・漁業法の改正がなされた際は、漁業者に適した定置網の適正を検証するため、トリニダード水

産局は周年調査計画策定を行うことが望ましい。 

・漁具のコストや使いやすさを考慮し定置網の型や規模をさらに検証することが望ましい。 

 

（２）水産加工・流通分野 
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・CFTDI の水産加工研修を、漁業者を対象に含めた加工業者に対し、継続実施し、上位目標の達

成に向けた取り組みを行うことが重要である。 

・また、トバゴにおいても、漁業者対象に含めた水産加工普及活動を継続することが望ましい。 

 

（３）水産普及分野 

・トバゴにおける水産普及活動の促進の取り組み等により、ボトムアップで漁業者とトバゴ水産

局のコミュニケーションを促進するローカル水産普及ワークグループが設置されたことは、漁

業者のニーズを吸い上げるシステムの基礎ができたという点で高く評価できる。トバゴでは、

モデルケースをベルガーデン以外の漁村にも広げ、普及システムの定着・強化を図ることが求

められる。 

・トリニダードにおける水産普及事業の方向性を検討する上で、トバゴの例を参考にすることが

望ましい。 

 

（４）水産資源管理分野 

・C/P への技術移転は十分になされている。今後は、習熟した技術を活かし、今後も開発が進む

適切な資源解析手法を用いて資源評価（アセスメント）を行っていくことが重要である。 

・ト国における水産資源管理に関する法的枠組み漁業規制を整備する際には、プロジェクトが作

成する「水産資源管理のための勧告」を活かすことが望ましい。 

・さらに、資源評価に用いるデータの精度の向上と有効利用及びト国で行われているサンプリン

グの手法の検証と確立を行うことが望ましい。  

 

第８章 教訓 

 

 本プロジェクトの実施を通じ、他案件の参考となるべき教訓として以下の事項が挙げられる。 

（１） 技術普及を目的としたプロジェクトを行う場合、活動計画時に漁業者のニーズを取り込むよ 

う十分に配慮する。特に、活動計画時や新技術の開発・導入にあたっては、漁業者による実用

可能性について、社会背景、技術的困難性、採算性などの観点から総合的に判断することが重

要である。 

 

（２） 計画段階で予想されるすべての活動内容と技術分野間の連携を明確にし、カウンターパート

の配置状況と時間の制約に配慮した活動にすべきである。 

 

（３） カリブ海諸国のような小島嶼国においては広域で技術協力することが効率的である。水産局

スタッフ向けの集団研修で経験を共有し、各国で漁業者の参加を含めたフォローアップ研修を

行うという方法は有効であった。 

 

第９章 総括 

 

プロジェクト目標達成の促進要因として、プロジェクト活動を通じ、トリニダード水産局、トバ

ゴ水産局、CFTDI の連携が強化されたこと及び各分野の専門家が C/P も参加させた上で、密接な情報

交換を行いつつ事業を実施したことにより、それぞれの機関の C/P レベルでの協力意識が形成された

ことが大いに評価できる。 
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水産普及に関しては、トリニダード水産局長の判断からトリニダード島における活動が認められ

ず、トバゴ島に活動が限定されてしまったことは残念であったが、これによりトバゴ島に集中した活

動が行われ、結果としてトバゴにおける漁民の活動の活性化に向けて大きく動き出すこととなったと

も考えられる。 

また、プロジェクトの実施において、当初予定していた約 7.4 億円の事業規模をにらみ、計画的か

つ効率的な事業の実施を通して、投入事業費を計画された規模の範囲に収めたことは、事業マネージ

メントの面で評価できる。 
















































































	表紙
	序文
	目次
	地図
	写真
	終了時評価結果要約表
	第１章　終了時評価調査の概要
	1-1　協力の背景
	1-2　調査団派遣の目的
	1-3　調査日程
	1-4　団員構成
	1-5　ト国側評価委員の構成
	1-6　主要面談者

	第２章　評価方法
	2-1　調査・評価のプロセス
	2-2　ミニッツの署名

	第３章　協力の枠組み
	3-1　ト国内の事業の枠組み
	3-2　広域技術協力推進事業の枠組み

	第４章　投入実績
	4-1　日本側の投入実績
	4-2　ト国側の投入実績

	第５章　終了時評価結果（ト国内の事業に関する評価）
	5-1　プロジェクト目標の達成状況
	5-2　成果の達成状況の評価
	5-3　上位目標の達成見込み
	5-4　5項目評価
	5-5　効果発現に貢献した要因
	5-6　問題点及び問題を惹起した要因

	第６章　広域技術協力推進事業の評価結果
	6-1　活動実績の評価
	6-2　5項目評価

	第７章　提言
	7-1　プロジェクト終了時までの取り組み事項
	7-2　プロジェクト終了時の取り組みに関する提言

	第８章　教訓
	第９章　総括
	添付資料
	1　ミニッツ/合同評価報告書（写し）（英語）
	ミニッツ
	合同評価報告書
	Table of Contents
	Introduction
	I. Evaluation of the Project
	II. Outline of the Project
	III. Methodology of the Evaluation
	IV. Results of the Terminal Evaluation
	VII. Results of the Terminal Evaluation for the Regional Technical Cooperation Promotion Programme
	VIII. Conclusion
	IX. Recommendations to the Project
	Annex1 New Project Design Matrix
	Annex2 Achievement Grid






